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委託業務仕様書 

 

１ 委託業務の名称 

  令和３年度医療機関向け外国人対応ワンストップサポートセンター事業相談等業務委託 

 

２ 概要 

  県内の医療機関から寄せられる、外国人対応に関する日常的な相談から複雑な課題（ビザの延

長手配、大使館・航空会社・入管・警察等との連絡等）にも対応できるワンストップ型の電話相

談窓口を設置し、平日日中の相談に対応できる体制を構築する。 

 

３ 業務実施の場所 

受託者の定める日本国内の特定の場所とする。相談者に関するプライバシーの保護と必要な設

備（機器および回線）が確保されている場所とする。 

 

４ 委託期間・相談受付期間・相談対応時間 

（１）委託期間及び相談受付期間 

   令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（２）相談対応時間 

 （１）の期間中、平日の午前９時から午後５時まで 

 

５ 相談窓口の対象 

和歌山県内の医療機関からの相談を受け付けるものとする。（外国人観光客および在留外国人

からの直接の相談は想定していない。） 

 

６ 業務内容 

（１）相談受付業務 

 ①医療機関関係者からの相談 

   相談者からの照会または依頼に基づき、来院または医療機関に連絡のあった外国人観光客お

よび在留外国人に発生した医療に関する問題について、医療機関に対し必要な助言や情報を提

供する。以下の項目を含む。 

・相談者の近隣の医療機関に関する情報提供 

・医療費前払い、保険会社への連絡等医療機関における事務に関する情報提供 

・医療通訳者の派遣や医療通訳サービスに関する情報提供 

・重篤な案件（要搬送、死亡等）等が発生した際の大使館や支援会社に係る情報提供 
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・未収金発生を含むトラブルケースに対する対応策の情報提供 

・外国人患者から収集しておくべき情報についての助言 

・その他外国人特有の医療に関するトラブルについての助言 

 

②その他 

６（１）①に記載する項目以外に、関係各所への手配及び手続き代行等を相談者から依頼さ

れた場合は、可能な範囲で対応を行うこと。なお、その際、別途実費や手数料が発生する場合

は、相談者の所属する医療機関の費用負担となる旨及びその金額を必ず事前に伝達し、相談者

の了承を得たうえで対応を行うこと。 

  《想定される手配・手続き代行の内容》 

・通訳派遣、書類翻訳の手配 

・国内外保険会社への保険請求代行業務 

・医療搬送や遺体搬送などの手配 

・各国公館や関係各所との手続き代行 

・その他手配（ビザの延長手配、大使館・航空会社・入国管理局・警察等との連絡含む）  

 

③事業報告 

相談対応中または後に、以下の項目を含んだ相談の内容を記録し、１か月分をまとめて契約

書で定める期日までに指定の様式で県に報告するものとする。 

・相談日時 

・医療機関名 

・相談内容及び回答内容 

 

７ 相談体制 

（１）相談を適切かつ安定的に受付することができるよう、必要な人員や回線等を確保する。 

   なお、人員については、想定される相談内容に対して十分な知識・知見を持つ者を確保する。 

また、相談開始に向け、事前にテストを行うなど、相談業務に支障がないように十分な調整

を行う。 

（２）これまで実施した外国人対応の経験から想定される相談内容と対応についての業務マニュア

ルを整備する。 

（３）相談対応に使用する電話は、全通話録音機能があり、録音した通話は容易に検索及び再生が

可能なものとする。 

（４）医療機関からの相談には、原則的に日本語で対応する。 

（５）入電時は発注者が指定したセンターの名称を名乗り、提供する情報はあくまで相談者の判断
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の参考としてもらうための助言・指導であることを説明する。 

（６）回線混雑により電話がつながらない場合は、待機メッセージを流す。 

（７）コールセンターの利用料金は無料とする。ただし、利用者がコールセンターを利用する際に

生じる通信料金は利用者負担とする。 

（８）災害時や停電、計画停電等に備え、遅滞・休止なく相談業務を提供できる体制を整える。 

（９）相談対応時間外は、本事業の受付時間及び厚生労働省が実施する「医療機関における外国人

対応に資する夜間・休日対応ワンストップ窓口事業」の電話番号案内等のメッセージを流す。 

（10）本事業の実施に伴い知り得た業務内容及び結果等について、秘密が漏洩することのないよう

十分に注意を払う。 

 

８ 権利の帰属 

（１）成果物の著作権（著作権法第２７条及び第２８条の権利を含む）の全ては、発注者に帰属す

るものとする。受注者は発注者に対して、成果物の著作者人格権の行使をしないこと。ただし、

第三者の著作物を利用する場合には、当該第三者から受注者が適切な許諾を得ておくこと。 

（２）成果物の作成にあたって、他人の著作権を含む知的財産権、肖像権その他のいかなる権利も

侵害しないこと。万一問題が発生した場合は、受注者の責任と負担をもって適正に処理するこ

と。 

 

９ その他 

（１）受注者は、業務の円滑な遂行に留意し、遅滞なく進めること。 

（２）受注者は、本事業の目的達成のため、実施の時期・手法等に十分な配慮・工夫を行うよう努 

めること。 

（３）本契約の履行に当たり、発注者が本仕様書の内容に変更の必要があると認めるときは、受注

者と協議の上、契約金額の範囲内で仕様内容を変更することができるものとする。 

（４）本契約の履行に関する資料等について、発注者が貸与したものは、事故のないよう保管し、

業務完了後速やかに返却すること。 

（５）本業務に係る費用は、特に仕様書に明記するものを除き、全て契約金額に含むものとする。 

（６）その他、本仕様書に記載のない事項及び疑義がある場合は、協議の上実施すること。不明な

点があれば、１０の業務担当所属まで連絡すること。 

 

１０ 担当部課 

和歌山県福祉保健部健康局医務課 



委託契約条項 

 

 和歌山県（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）とは、令和３年度医療

機関向け外国人対応ワンストップサポートセンター事業に関する業務の委託について、次のと

おり契約を締結する。 

 

（委託業務） 

第１条 甲は、次の業務の実施を乙に委託し、乙は、これを受託する。 

（１）委託業務名 

令和３年度医療機関向け外国人対応ワンストップサポートセンター事業相談等業務委託 

（２）委託業務の内容 

別添委託業務仕様書（以下「仕様書」という。）のとおり 

 

（委託業務の処理） 

第２条  乙は、仕様書に従い、委託業務を処理するものとし、仕様書に定めのない事項につい

ては、甲の指示を受けるものとする。 

 

（委託期間） 

第３条 委託期間は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までとする。 

 

（委託費） 

第４条 甲は、委託業務に要する費用（以下「委託費」という。）として金○○○○○円（消

費税及び地方消費税の額を含む。）を乙に支払うものとする。 

 

（契約保証金） 

第５条 契約保証金は、免除する。（又は、契約保証金は、金○○○○○円とする。） 

 

（委託業務実施計画書の提出） 

第６条 乙は、この契約の締結後１０日以内に別記第１号様式による委託業務実施計画書及び

別記第２号様式による委託費収支予算書を甲に提出しなければならない。 

２ 甲は、前項の規定により乙から提出された書類の内容に不適当な箇所があると認めるとき

は、乙に指示してそれを変更し、又は修正させることができる。 

 

（実績報告） 

第７条 乙は、委託業務完了後遅滞なくその事業の成果を記載した別記第３号様式による委託

業務実績報告書及び別記第４号様式による委託費収支決算書（以下「実績報告書等」という。）

を甲に提出するものとする。 

 

（確認等） 

第８条 甲は、乙から前条の実績報告書等の提出を受けたときは、これを検査し、適当と認め



たときは当該実績報告書等の引渡しを受けるものとする。 

２ 甲は、前項の検査の結果不適当と認めたときは、乙に期日を指定して補正を命じることが

できるものとし、これに要する費用は、乙の負担とする。 

 

（委託費の支払） 

第９条 乙は、第７条に規定する実績報告書等を甲が受理した後に、支払請求書を提出するも

のとする。 

２ 甲は、前項の適法な支払請求書の提出があったときは、その日から３０日以内に委託費を

乙に支払うものとする。 

３ 甲は、その責めに帰する理由により委託費の支払が遅れたときは、当該未払額につきその

遅延日数に応じ、年２．６パーセントの割合で計算して得た額の遅延利息を乙に支払うもの

とする。 

 

（調査等） 

第１０条 甲は、必要があると認めたときは、乙に対し、委託業務の実施状況、委託費の使途

その他必要な事項について報告を求め、指示をし、又は実地に調査することができる。 

 

（委託業務の内容の変更） 

第１１条 契約締結後の事情により、委託業務の内容の全部又は一部を変更することができる。

この場合において、委託費又は委託期間を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面に

よりこれを定めるものとする。 

 

（月次報告） 

第１２条 乙は、甲に対し委託業務に関する月次報告を行うものとする。 

２ 月次報告は、当月分を翌月１０日までに別記第５号様式にまとめ、甲に報告しなければな

らない。 

 

（再委託等の禁止） 

第１３条 乙は、委託業務の全部又は一部の処理を第三者に委託し、又は請け負わせてはなら

ない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

（甲の解除権） 

第１４条 甲は、次の各号のいずれかの事情が生じたときは、この契約を解除することができ

る。 

（１）乙がその責めに帰する理由によりこの契約に違反したとき。 

（２）乙がこの契約後相当期間経過しても委託業務に着手しないとき又は履行期限までにこ 

の契約を履行する見込みがないと明らかに認められるとき。 

（３）乙が、次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（乙の役員又はその支店、営業所等を代表する者をいう。以下同じ。）が、

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

令和３年４月１日時点で変更があれば修正 

支払い時期・回数については契約前に甲乙協議のうえ最終

決定し、契約時には必要に応じて文言を追加・修正 



力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴

力団員」という。）であると認められるとき。 

  イ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号におい

て同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

 ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

  エ 役員等が、暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると

認められるとき。 

  オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。 

  カ 乙が、委託業務の一部を第三者に再委託する場合において、その相手方がアから

オまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認めら

れるとき。 

  キ 乙が、アからオまでのいずれかに該当する者を委託業務の一部の再委託契約の相

手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解

除を求め、乙がこれに従わなかったとき。 

（４）乙から次条の規定による事情によらないで契約解除の申出があったとき。 

２ 前項の規定によりこの契約を解除したときは、乙は、委託費の１０パーセントに相当する

額の賠償金を甲に支払わなければならない。 

 

（委託業務の中止） 

第１５条 乙は、天災地変その他やむを得ない事情により委託業務の遂行が困難となったとき

は、委託業務中止（廃止）申出書を甲に提出し、甲と協議の上、この契約を解除し、又はこ

の契約の一部の変更を行うものとする。 

 

（違約金） 

第１６条 甲は、第３条の委託期間中に乙が委託業務を実施できない期間（以下「不履行日数」

という。）が発生した場合は、不履行日数に応じ、委託費の額から日割計算した額を減じる

とともに、当該日割計算した額に対して１０パーセントを乗じた額を違約金として乙から徴

収する。ただし、甲が、特別の事情があると認めたときは、この限りでない。 

２ 甲は、前項の規定により違約金を徴収するときは、委託費の額と当該違約金の額とを相殺

することができる。 

 

（損害賠償等） 

第１７条 乙は、その責めに帰する理由により、委託業務の実施に関し甲又は第三者に損害を

与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第１８条 乙は、委託業務の処理上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。この委託業務

終了後も同様とする。 



２ 乙は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては別記「個人情報

取扱特記事項」を遵守しなければならない。この委託業務終了後も同様とする。 

 

（書類の整備） 

第１９条 乙は、委託業務に係る経費について、帳簿を備え、収入及び支出の額を記載し、そ

の出納を明らかにしておかなければならない。 

２ 乙は、前項の帳簿及びその支出内容を証する証拠書類を委託業務の完了の年度の翌年度か

ら５年間保管しなければならない。 

 

（管轄裁判所） 

第２０条 この契約について訴訟等が生じたときは、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を

第一審の裁判所とする。 

 

（その他） 

第２１条 この契約について疑義のあるとき、又はこの契約に定めのない事項で必要な事項は、

甲乙協議して定めるものとする。 

  この契約の証としてこの証書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、各自その１通を

保有する。 

 

 

令和３年４月１日 

 

 

 

甲 和歌山県知事 仁坂 吉伸 

 

 

 

乙 ○○○○○○○○ 

                       ○○○○○○○○   印 



 

 

別記（第１８条関係） 
個人情報取扱特記事項 

 
第 1 法令等の遵守 

受託者（以下「乙」という。）は、和歌山県知事(以下「甲」という。)の定める和歌山県個人

情報保護条例（平成 14 年和歌山県条例第 66 号。）に基づき、個人情報の保護の重要性を認識

し、個人の権利利益を侵害することのないよう本個人情報取扱特記事項（以下「特記事項」と

いう。）を遵守しなければならない。 
第 2 責任体制の整備 

乙は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を維持しなけ

ればならない。 
第 3 作業責任者等の定め 
1 乙は、個人情報の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を定めなければならない。 
2 作業責任者は、特記事項に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を監督しなければなら

ない。 
3 作業従事者は、作業責任者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければならない。 
第 4 取扱場所の特定 
1 乙は、個人情報を取り扱う場所を定めなければならない。 
2 乙は、甲が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所から持ち出しては

ならない。 
第 5 教育の実施 

乙は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記事項における作業従事者

が遵守すべき事項その他本委託業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、作業従事者全員に

対して実施しなければならない。 
第 6 守秘義務 

乙は、本委託業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に漏らしてはならな

い。契約期間満了後又は契約解除後も同様とする。 
第 7 再委託 
1 乙は、本委託業務を第三者へ委託（以下「再委託」という。）してはならない。 
2 乙は、本委託業務の一部をやむを得ず再委託する必要がある場合は、甲の承諾を得て行うこと

ができる。 
3 前項の場合において、乙は、再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、甲

に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 
第 8 派遣労働者等の利用時の措置 
1 乙は、本委託業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる場合は、正

社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 
2 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負うものと



 

 

する。 
第 9 個人情報の管理 

乙は、本委託業務において利用する個人情報を保持している間は、個人の権利利益を侵害する

ことのないよう各種の安全管理措置を講じるとともに、次の各号の定めるところにより、個人

情報の管理を行わなければならない。 
(1) 個人情報を取り扱う事務、個人情報の範囲及び同事務に従事する作業従事者を明確化し、

取扱規程等を策定すること。 
(2) 組織体制の整備、取扱規程等に基づく運用、取扱状況を確認する手段の整備、情報漏えい

等事案に対応する体制の整備、取扱状況の把握及び安全管理措置の見直しを行うこと。 
(3) 作業従事者の監督・教育を行うこと。 
(4) 個人情報を取り扱う場所の管理、機器及び電子媒体等の盗難等の防止、電子媒体等の取扱

いにおける漏えい等の防止、個人情報の削除・機器及び電子媒体等の廃棄を行うこと。 
(5) アクセス制御、アクセス者の識別と認証、外部からの不正アクセス等の防止、情報漏えい

等の防止を行うこと。 
第 10 収集の制限 

乙は、本委託業務において個人情報を収集するときは、当該事務の目的を達成するために必要

な範囲内で、その目的を明示した上で本人から収集しなければならない。ただし、甲の承諾が

あるときは、この限りでない。 
第 11 提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止 

乙は、本委託業務において利用する個人情報について、本委託業務以外の目的で利用し、又は

第三者へ提供してはならない。ただし、甲の承諾があるときは、この限りでない。 
第 12 複写又は複製の禁止 

乙は、本委託業務において甲から提供された個人情報が記録された資料等を、甲の承諾なしに

複写し、又は複製してはならない。 
第 13 受渡し 

乙は、甲乙間の個人情報の受渡しに関しては、甲が指定した手段、日時及び場所で行わなけれ

ばならない。 
第 14 個人情報の返還、消去又は廃棄 
1 乙は、本委託業務の終了時に、本委託業務において利用する個人情報について、甲の指定した

方法により、返還、消去又は廃棄を実施しなければならない。 
2 乙は、個人情報の消去又は廃棄に際し甲から立会いを求められた場合は、これに応じなければ

ならない。 
3 乙は、本委託業務において利用する個人情報を消去又は廃棄する場合は、当該情報が記録され

た電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な措置を講

じなければならない。 
4 乙は、個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担当者名及び消去又

は廃棄の内容を記録し、書面により甲に対して報告しなければならない。 



 

 

第 15 報告 
乙は、甲から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合は、直ちに報告しなけ

ればならない。 
第 16 監査及び検査 
1 甲は、本委託業務に係る個人情報の取扱いについて、本契約の規定に基づき必要な措置が講じ

られているかどうか検証及び確認するため、乙及び再委託先に対して、監査又は検査を行うこ

とができる。 
2 甲は、前項の目的を達するため、乙に対して必要な情報を求め、又は本委託業務の処理に関し

て必要な指示をすることができる。 
第 17 事故時の対応 
1 乙は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事故の発生に係る

帰責の有無にかかわらず、直ちに甲に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故

の発生場所、発生状況等を書面により報告し、甲の指示に従わなければならない。 
2 乙は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、甲その他の関係者との連絡、証拠保

全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施しなければならない。 
3 甲は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該事故

に関する情報を公表することができる。 
第 18 契約解除 
1 甲は、乙が本特記事項に定める義務を履行しない場合は、本特記事項に関連する委託業務の全

部又は一部を解除することができる。 
2 乙は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、甲に対して、その損

害の賠償を請求することはできないものとする。 
第 19 損害賠償 

乙の故意又は過失を問わず、乙が本特記事項の内容に違反し、又は怠ったことにより、甲に対

する損害を発生させた場合は、乙は、甲に対して、その損害を賠償しなければならない。 
 



別記第１号様式（第６条関係） 

 
委託業務実施計画書 

 
１ 事業名 

 
２ 事業実施期間   令和 ３年 ４月 １日から 

           令和 ４年 ３月３１日まで 

 
３ 事業内容 

（１）相談予定日数       日 

（２）相談員数         人（全体）／     人（１日あたり） 

（３）使用する電話回線数    本 

 
 
 
 上記のとおり実施しますので報告します。 

 
 
 

令和 ３年  月  日     

 
和歌山県知事 様 

 
受託者 

所在地 

名 称             

             代表者                  印 

 



別記第２号様式（第６条関係） 

 
委託費収支予算書 

 
１ 収入の部 

 （単位：円） 

区   分 予 算 額 

  

 
 
２ 支出の部 

（単位：円） 

区 分 費 目 予 算 額 内 容 

事業実施 
経費 

職員基本給   

職員諸手当   

非常勤職員手当   

消耗品費   

備品費（図書）   

通信運搬費   

借料及び損料   

社会保険料   

雑役務費   

合 計    



別記第３号様式（第７条関係） 

 
委託業務実績報告書 

 
１ 事業名 

 
２ 事業実施期間   令和  年  月  日から 

           令和  年  月  日まで 

 
３ 事業内容 

（１）相談予定日数        日 

（２）相談員数          人（全体）／     人（１日あたり） 

（３）使用した電話回線数     本 

 
 
 
 
 上記のとおり実施しましたので報告します。 

 
令和  年  月  日     

 
和歌山県知事 様 

 
受託者 

所在地 

名 称             

             代表者                  印 



別記第４号様式（第７条関係） 

 
委託費収支決算書 

 
１ 収入の部 

 （単位：円） 

区 分 予算額 決算額 増 減 

    

 
 
２ 支出の部 

 （単位：円） 

区 分 費 目 予算額 決算額 増 減 内 容 

事業実施 
経費 

職員基本給     

職員諸手当     

非常勤職員手当     

消耗品費     

備品費（図書）     

通信運搬費     

借料及び損料     

社会保険料     

雑役務費     

合 計     

 



別記第５号様式（第１２条関係）

【相談内容】

日 曜日 時 分

（例） 10 金 9 0 10分 Ａ病院
未収金が発生した場合どのよ
うに対応すればよいか。

●●●

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

（行が足りない場合は適宜追加してください）

令和３年度　医療機関向け外国人対応
ワンストップサポートセンター事業

相談等業務委託に係る月次報告書（　月分）

回答内容（簡潔に記載）
相談受付日時 相談

時間
相談元

医療機関名
相談内容（簡潔に記載）

住所：

社名：


